
１．調査目的：当所会員事業所の消費税率の引き上げに関する状況等について調査し、
 今後の意見活動等に反映すること。

２．調査期間：平成２６年９月１７日 ～ 平成２６年９月３０日（１４日間）

３．調査方法： （１）市内に本店を置き、ＦＡＸ番号登録のある当所会員事業所
（２）平成２６年度第２四半期景気動向調査とあわせて調査

４．調査対象：５，２８１ 先

５．回 答 数：１，５８６ 先 （回答率３０．０％）

６． 調査内容：

１．消費税率の引き上げ分の価格転嫁について、該当する番号を1つ選んで○で囲んで下さい。
２．10％への引き上げに際しては、経済状況等を勘案した上で決定されることになっていますが、

引き上げ時期はいつが適切だとお考えですか。該当する番号を1つ選んで○で囲んで下さい。
３．設問２で回答された理由として該当する番号を選んで○で囲んで下さい。（複数選択可）
４．消費税についてのご意見等、ご自由にご記入ください。

平成２６年１０月  
姫 路 商 工 会 議 所
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34.0％

調査事業所数
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 サービス業

 教育・学習支援業

 不動産業

 飲食・宿泊業

 医療・福祉

回答事業所数
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（回答事業所の規模別構成比）
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事業所数

（回答事業所の業種別構成比）

100.0％

消費税率の引き上げに関する調査

【特別調査】



－ １ －

１．消費税率の引き上げ分の価格転嫁について、該当する番号を1つ選んで○で囲んで下さい。

【8％への引き上げについて現時点での状況】

○全体では、「完全に転嫁できている」65.8％、「一部（50％以上）転嫁できている」17.2％、「一部
（50％未満）転嫁できている」7.9％、「まったく転嫁できていない」6.9％、「無回答」2.3％であった。

○業種別では、主に消費者向けの業種（小売業、飲食・宿泊業等）において「完全に転嫁できてい
る」という回答が少ない傾向にある。
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－ ２ －

【予定通り来年10月に10％へ引き上げられた場合】

○全体では、「完全に転嫁できる見込み」47.9％、「一部（50％以上）転嫁できる見込み」16.3％、「一
部（50％未満）転嫁できる見込み」6.3％、「まったく転嫁できない見込み」6.4％、「わからない」
19.4％、「無回答」3.8％であった。

○「51～100人」の規模で低いものの、「完全に転嫁できる見込み」または「一部（50％以上）転嫁で
きる見込み」と回答した事業所の割合は規模が小さくなるほど少なくなる傾向にある。
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－ ３ －

２．10％への引き上げに際しては、経済状況等を勘案した上で決定されることになっていますが、
引き上げ時期はいつが適切だとお考えですか。該当する番号を1つ選んで○で囲んで下さい。

○全体では、「予定通り（平成27年10月）」26.2％、「１年程度先送り（平成28年10月頃）」22.6％、「数
年先送り」49.6％、「無回答」1.6％であった。

○規模の小さな事業所ほど、「１年程度先送り（平成28年10月頃）」「数年先送り」と回答した事業所
の割合が多い傾向にある。
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－ ４ －

【①予定通りに回答した場合】

○設問２．で「予定通り」と回答した理由として、全体では、「社会保障維持のためにはやむを得な
い」86.0％、「8％への増税による売上減少から回復してきている」4.0％、「その他」8.5％であった。

３．設問２で回答された理由として該当する番号を選んで○で囲んで下さい。（複数選択可）

1～5人 122 84.7% 11 7.6% 13 9.0%

6～20人 120 86.3% 1 0.7% 14 10.1%

21～50人 50 90.9% 2 3.6% 2 3.6%

51～100人 25 89.3% 0 0.0% 3 10.7%

101～300人 17 77.3% 2 9.1% 2 9.1%

301人～ 9 81.8% 0 0.0% 0 0.0%

建設業 48 84.2% 2 3.5% 4 7.0%

製造業 85 87.6% 5 5.2% 7 7.2%

情報通信業 2 66.7% 1 33.3% 0 0.0%

運輸業 16 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

卸売業 51 86.4% 2 3.4% 5 8.5%

小売業 28 82.4% 2 5.9% 5 14.7%

金融・保険業 8 88.9% 0 0.0% 0 0.0%

不動産業 16 94.1% 0 0.0% 1 5.9%

飲食・宿泊業 13 81.3% 1 6.3% 1 6.3%

医療・福祉 5 71.4% 0 0.0% 1 14.3%

教育・学習支援業 4 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

サービス業 67 83.8% 3 3.8% 10 12.5%
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8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会保障の維持のためにはやむを得ない

（343件）

8％への増税による売上減少から回復してき

ている（16件）

その他（34件）

N=399（無回答を除く）

割合は回答事業所数に対する回答数（複数回答可）

割合は規模ごとの回答事業所数に対する回答数（複数回答可）

割合は業種ごとの回答事業所数に対する回答数（複数回答可）



【②③先送りに回答した場合】

○設問２．で「１年程度先送り（平成28年10月頃）」「数年先送り」と回答した理由として、全体では、
「個人所得が増えず消費が伸び悩んでいる」60.7％、「8％への増税による売上減少からまだ回復し
ていない」37.9％、「原材料・エネルギー価格等の上昇分を転嫁できていない」33.8％、「その他」
2.2％であった。

－ ５ －

1～5人 108 40.6% 160 60.2% 66 24.8% 5 1.9%

6～20人 61 35.9% 99 58.2% 69 40.6% 5 2.9%

21～50人 23 37.7% 39 63.9% 34 55.7% 1 1.6%

51～100人 5 29.4% 6 35.3% 8 47.1% 1 5.9%

101～300人 7 35.0% 18 90.0% 5 25.0% 0 0.0%

301人～ 2 20.0% 8 80.0% 2 20.0% 0 0.0%

建設業 35 34.3% 60 58.8% 36 35.3% 3 2.9%

製造業 44 37.6% 56 47.9% 53 45.3% 2 1.7%

情報通信業 2 66.7% 3 100.0% 1 33.3% 0 0.0%

運輸業 11 52.4% 12 57.1% 12 57.1% 1 4.8%

卸売業 27 42.2% 35 54.7% 27 42.2% 2 3.1%

小売業 35 46.1% 58 76.3% 14 18.4% 1 1.3%

金融・保険業 1 16.7% 5 83.3% 0 0.0% 0 0.0%

不動産業 3 17.6% 12 70.6% 4 23.5% 0 0.0%

飲食・宿泊業 7 36.8% 12 63.2% 11 57.9% 0 0.0%

医療・福祉 0 0.0% 3 60.0% 2 40.0% 0 0.0%

教育・学習支援業 3 50.0% 2 33.3% 0 0.0% 0 0.0%

サービス業 38 35.2% 72 66.7% 24 22.2% 3 2.8%
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266

割合は規模ごとの回答事業所数に対する回答数（複数回答可）

割合は業種ごとの回答事業所数に対する回答数（複数回答可）
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その他（12件）

N=544（無回答を除く）

割合は回答事業所数に対する回答数（複数回答可）



－ ６ －

－ ＭＥＭＯ －



【 問い合わせ先 】

〒６７０－８５０５ 姫路市下寺町４３番地

ＴＥＬ：０７９－２２３－６５５０（直通）
ＦＡＸ：０７９－２８８－００４７
ＵＲＬ：http://www.himeji-cci.or.jp/

姫路商工会議所 総務部


